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　日本眼科学会戦略企画会議第三委員会では，「日本
における眼科唯一の基幹学会としての責任を果たすと
ともに，社会と医療環境の変化に即した会員支援を行
う」ことを目的に活動しており，日本眼科学会関連学
会との連携強化を行うことを長期目標の一つに掲げて
います．日本眼科学会では，関連学会の承認制度を平
成 28年に設け，現在，26学会を承認しています．日
本眼科学会総会・日本臨床眼科学会の学術プログラム
の編成，診療ガイドラインや社会保険制度の整備，眼
科に関連する社会的な問題への対応などにおいて，関
連学会との協力・連携は不可欠となっており，関連学
会承認制度は，関連学会との連携を強化し，眼科医の
育成および眼科学の進歩発展に資するための重要な基
盤となっています．
　さて，本年 4月に開催された日本眼科学会理事会・
評議員会において，「日本眼科学会関連学会に関する
規程」が改正となりました．下記に改正された規程を
掲載いたします．

■第1条（目的）
本規程は，日本眼科学会関連学会（以下「眼科関連学
会」という．）の承認の制度を設け，公益財団法人日本
眼科学会（以下「日本眼科学会」という．）と各種の眼科
専門学会とが連携し，その連携をより強化することに
よって，眼科医の育成及び眼科学の進歩発展に資する
ことを目的とする．
■第2条（定義）

本規程において，眼科関連学会とは国民の健康と福祉
に寄与するために眼科医の育成や教育ならびに眼科学
の研究に寄与することを主たる目的とし，その目的の
ため各専門分野における業務を定義している学会のう
ち，第 3条の基準に基づき日本眼科学会の承認を受け
た学会をいう．
■第3条（眼科関連学会の承認の基準）

　一　眼科医の育成及び眼科学の進歩発展のための事
業を日本眼科学会と継続的に連携して行う意志を有し， 
かつ，実行すること．
　二　当該学会の関与する全ての活動において，当該
学会の会員が，日本眼科学会の定める倫理規範・倫理

指針を遵守すること．
　三　役員の1名以上が日本眼科学会の評議員であり， 
かつ，原則として役員の過半数が日本眼科学会の会員
であること．
　四　100名以上の個人会員を有していること．
　五　個人会員のうち過半数が日本眼科学会会員に
よって構成されていること．
　六　主として会員からの年会費で運営されているこ
と．
　七　当該学会の会計が適切に処理されていること．
■第4条（申請）

眼科関連学会の承認の申請は，下記の事項を記載した
申請書を提出し，かつ，そのための説明資料を添付し
なければならない．
　一　名称及び代表者の氏名（法人格の有無）
　二　目的・沿革（学会の設立，歴史）
　三　会員構成（会員総数，眼科医数，その他医師
数，非医師数）
　四　会員名簿，役員名簿
　五　会則，規程
　六　会計報告書
　七　学会の活動状況（機関誌，ホームページ，学術
総会，講演会）
　八　前各号に掲げるもののほか，日本眼科学会が指
示するもの
■第5条（承認）

日本眼科学会が行う承認は，次の手順による．
　一　前条の規定により提出された申請書に基づい
て，関連学会承認審査委員会において，申請のあった
学会が本規程の第 1条の目的を理解し，第 2条の定義
及び第 3条に定める基準に適合しているかを審議し総
合的な判断をする．
　二　関連学会承認審査委員会で審議された内容を理
事会及び評議員会に報告する．
　三　最終決定は理事会及び評議員会の決議を経て承
認する．

（2）　関連学会承認審査委員会の設置要綱については
別に定める．
■第6条（連携）

承認された眼科関連学会は，日本眼科学会に対し，次

日本眼科学会関連学会に関する規程

戦略企画会議から

「日本眼科学会関連学会に関する規程」の改正について



812 日眼会誌　125巻　8号

の各号に掲げる事項を申請することができる．
　一　眼科関連学会として当該学会名を日本眼科学会
のホームページに掲載すること．
　二　日本眼科学会総集会プログラム委員会に委員を
派遣すること．
　三　学術総会等の事業を日本眼科学会専門医制度の
生涯教育事業として開催すること．
　四　日本眼科学会が承認したカリキュラムやガイド
ラインを日本眼科学会雑誌及びホームページに掲載す
ること．
　五　日本眼科学会と眼科関連学会との連携について
日本眼科学会と各眼科関連学会の代表者による連絡会
議（仮称）に参加すること．
　六　前各号に掲げるもののほか，日本眼科学会が認
める事項．

（2）　連絡会議（仮称）の設置要綱については別に定め
る．
■第7条（報告）

眼科関連学会は，第 5条の承認を受けた後，組織の名
称，役員の構成等に変更があった場合，これを日本眼
科学会に遅滞なく報告しなければならない．
■第8条（更新）

日本眼科学会は，眼科関連学会の承認について，2年
ごとに承認を更新するか否か審査する．更新を希望す
る眼科関連学会は，新規承認の際と同じ手続きを取ら
なくてはならない．
■第9条（承認の取消）

日本眼科学会は，承認された眼科関連学会が，第 2条
の定義または第 3条に定める基準に適合しなくなった
と認められる場合，当該関連学会の意見を聴取の上，
理事会及び評議員会の決議を経て，眼科関連学会の承
認を取消すことができる．

（2）　前項の場合，日本眼科学会は，日本眼科学会の
ホームページで取り消した眼科関連学会の名称を公表
することができる．また，眼科関連学会の承認を取り
消された学会は，眼科関連学会の名称を使用してはな
らない．
■第10条（改正）

本規程は，理事会及び評議員会の決議を経て改正する
ことができる．

附則（平成 27年 4月 15日　日本眼科学会評議員会決定）
　 1．本規程は，決定の日から施行する．

　 2．第 3条第二号が満たされない場合においては，
本規程の施行から 3年間に限り，猶予期間を設ける．
　 3．本規程は，平成 28年 4月 6日から一部改正施行
する．（第 3条第二号）
　 4．本規程は，令和 3年 4月 7日から一部改正施行
する．（第 3条，第 4条，第 5条，第 8条）．ただし，
令和 3年 4月 6日以前に承認された眼科関連学会に対
しては，当初の規程で定めた最初の更新時から適用す
る．
　 5．第 3条第三号の，役員の 1名以上が日本眼科学
会の評議員であることが満たされない場合においては， 
本規程の施行から 2年間に限り，猶予期間を設ける．
　 6．第 3条第五号が満たされない場合においては，
本規程の施行から 2年間に限り，猶予期間を設ける．

　今回の改正において特記すべき事項は，第 3条（眼
科関連学会の承認の基準）において新しい条件が追加
されたことです．第 3条第三号の「役員の 1名以上が
日本眼科学会の評議員であり，かつ，原則として役員
の過半数が日本眼科学会の会員であること」は，関連
学会と日本眼科学会との情報共有や円滑な意思疎通に
おいて重要な項目となります．継続してこの基準を満
たすためには，関連学会において役員選挙規則の改正
などが望まれるところです．そのため，この事項につ
いては施行から 2年間の猶予期間を設けています．さ
らに，第 3条第五号の「個人会員のうち過半数が日本
眼科学会会員によって構成されていること」は，関連
学会が眼科に特化した医学系学術団体であることを担
保するために重要な項目となります．この条件につき
ましても 2年間の猶予期間を設けましたので，その間
に各関連学会において会員構成の是正などに向けた努
力が望まれます．従来の規程では，5年ごとの更新と
なっていましたが，どの関連学会も役員が 2年程度で
改選される実情を鑑み，2年ごとの更新に改正されま
した．また，更新の際も第 4条（申請）にあげた書類を
提出していただき，それらに基づき，関連学会承認審
査委員会において審議したうえで，承認について総合
的な判断をすることとなります．
　現在承認されている 26学会のうち 25学会が令和 3
年 11月に最初の更新時期を迎え，この改正規程に
則った手続きが必要となります．対象学会には更新の
案内をお送りいたしましたので，速やかなご対応をこ
の場をお借りしてお願い申し上げます．

日本眼科学会戦略企画会議第三委員会　副委員長
日本眼科学会関連学会承認審査委員会　委員長　飯田　知弘


